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＜連絡先＞ 

担 当 部 署 名  島原市産業振興部農林水産グループ 

所 在 地  島原市有明町大三東戊１３２７番地 

電 話 番 号  ０９５７－６８－１１１１（内線５５３） 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号  ０９５７－６８－２１１９ 

メールアドレス   nosui@city.shimabara.lg.jp 

 

＜連絡先＞ 

           担 当 部 署 名 雲仙市農林水産商工部農林水産課 

           所 在 地 長崎県雲仙市吾妻町牛口名 714 番地 

           電 話 番 号 ０９５７－３８－３１１１ 

           Ｆ Ａ Ｘ 番号 ０９５７－３８－３１０９ 

           メールアドレス norinsuisan@city.unzen.nagasaki.jp 

 

＜連絡先＞ 

           担 当 部 署 名 南島原市農林水産部農林課 

           所 在 地 長崎県南島原市有家町山川５８番地 

           電 話 番 号 ０５０－３３８１－５０６０ 

           Ｆ Ａ Ｘ 番号 ０９５７－８２－０２１７ 

           メールアドレス norin@city.minamishimabara.lg.jp 

 



1．対象鳥獣の種類、被害防止計画の期間及び対象地域 

対象鳥獣 イノシシ、カラス、ヒヨドリ等 

計画期間 平成２３年度 ～ 平成２５年度 

対象地域 島原市、雲仙市、南島原市 

 

２．鳥獣による農林水産業に係る被害の防止に関する基本的な方針 

（１）被害の現状（平成２２年度） 

被害の現状 

被害数値 鳥獣の種類 市 
品 目 

被害面積(ha) 被害額(万円)

島原市 

稲 

いも類（かんしょ） 

飼料作物（トウモロコシ） 

果樹（みかん） 

野菜（ｻﾄｲﾓ､ﾆﾝｼﾞﾝ､ﾀｹﾉｺ）等 

０．３０ 

０．５０ 

０．５０ 

０．５０ 

２．４０ 

３４．０ 

８０．０ 

２．０ 

６６．０ 

８９．０ 

 

 

雲仙市 

 

 

水稲 

いも類(馬鈴薯、ｻﾂﾏｲﾓ等) 

飼料作物(ｿﾙｶﾞﾑ、ｲﾀﾘｱﾝ等) 

果樹(みかん等) 

野菜(ｶﾎﾞﾁｬ、たまねぎ等) 等 

３．１１ 

２．９３ 

１．０８ 

０．０２ 

１．８６ 

２４５．８

２０３．２

４８．６

０．７

１５２．５

 

 

南島原市 

水稲 

いも類(馬鈴薯、ｻﾂﾏｲﾓ等) 

飼料作物(ｿﾙｶﾞﾑ、ｲﾀﾘｱﾝ等) 

果樹(みかん、びわ等) 

野菜(ｶﾎﾞﾁｬ、たまねぎ等) 等 

２７．２３ 

１３．９２ 

０．５０ 

２．８５ 

１３．０５ 

３，０９８．６

３０４．０

５．５

２１５．１

１７５．７

 

 

 

 

 

 

 

イノシシ 

 

 

 

 

 

 

 

イノシシ計 ７０．７５ ４，７２０．７

島原市 野菜（ﾆﾝｼﾞﾝ､ﾀﾞｲｺﾝ､ｽｲｶ､ｶﾎﾞﾁｬ､ｲﾁｺﾞ）等 １．２０ ２２２．０

雲仙市 
果樹(みかん等) 

野菜(なし、レタス等) 等 

０．２０ 

０．４０ 

２．１

０．３

南島原市 果樹(なし、みかん等) 等 ０．８２ １４．３

カラス 

カラス計 ２．６２ ２３８．７

島原市 果樹（ﾚﾀｽ）等 ０．６０ ７４．０

南島原市 果樹(なし、みかん等) ０．４０ １０５．０ヒヨドリ 

ヒヨドリ計 １．００ １７９．０

南島原市 

(スズメ) 
水稲等 １．６２ １７９．０

 

その他鳥獣 

その他計 １．６２ １７９．０

合 計 ７５．９９ ５，３１７．４

※島原市、南島原市は平成２２年度、雲仙市は平成２１年度の実績で集計 

 

 



（２）被害の傾向 

鳥獣の種類 生息状況、被害の発生時期、被害の発生場所、被害地域の増減傾向等

イノシシ 

 

 

 

 

 

カラス 

 

 

 

 

 

ヒヨドリ 

 

 

ノイヌ 

 

 

 

スズメ 

 

アライグマ 

 

 

 

タヌキ 

イノシシによる被害は、４月から５月にかけてニンジンやタケノ

コや馬鈴薯（春）の被害、８月から１０月における水稲、イモ類へ

の食害が多くなっている。 特に１０月は全市的に稲の刈り入れ時期

のため被害が多くなっている。それに次ぐ被害としては耕作放棄地

に隣接する山間部のみかんの被害が多く発生している。 

 

カラスによる被害は夏から秋に集中し、野菜、果樹への食害が発生

している。  

また、農作物被害だけでなく、畜舎、山林への糞害、鳥インフルエ

ンザなどの発生も懸念される。また、生活ゴミを散乱させるなど生活

環境被害も少なくない。 

 

ヒヨドリによる被害は、例年１月から３月にかけて、野菜、果樹の

食害が発生している。 

 

 ノイヌによる被害は、不定期に発生している。被害は、主に耕作地

への侵入による踏み倒しである。時に鶏舎に侵入し、鶏を襲うことが

ある。 

 

スズメによる被害は主に水稲で、収穫時期の 10 月に集中している。

 

アライグマによる被害報告はないが、管内で目撃が報告されてい

る。しかしながら、それ以降の目撃および捕獲情報については不確実

であり、現状として生息状況は明らかでない。 

 

タヌキによる農作物の被害報告はないが、南島原市管内では中山間

地域で被害が発生している。 

 

（３）被害の軽減目標 

現状値（平成２２年度） 目標値（平成２５年度） 指標 

（対象鳥獣） 
市 

被害面積（ha） 被害額（万円） 被害面積（ha） 被害額（万円）

島原市 ４．２０ ２７１．０ ２．９４ １８９．７

雲仙市 ９．００ ６５０．８ ６．３０ ４５５．５

南島原市 ５７．５５ ３，７９８．９ ４０．２８ ２，６５９．２
イノシシ 

計 ７０．７５ ４，７２０．７ ４９．５２ ３，３０４．４

島原市 １．２０ ２２２．０ ０．８４ １５５．４

雲仙市 ０．６０ ２．４ ０．４２ １．６

南島原市 ０．８２ １４．３ ０．５７ １０．０
カラス 

計 ２．６２ ２３８．７ １．８３ １６７．０



島原市 ０．６０ ７４．０ ０．４２ ５１．８

南島原市 ２．０２ ２８４．０ １．４１ １９８．８ヒヨドリ等 

計 ２．６２ ３５８．０ １．８３ ２５０．６

※現状値は、島原市、南島原市は平成２２年度、雲仙市は平成２１年度の実績で集計 

 

 

（４）従来講じてきた被害防止対策 

 従来講じてきた被害防止対策 課題 

捕

獲

等

に

関

す

る 

取

組 

旧来より猟友会による捕獲が行わ

れ、近年はそれに準じて、島原猟友会、

国見猟友会、小浜猟友会、南島原猟友

会と連携して、捕獲体制の構築が行わ

れている。捕獲手段に関しては、市全

域で箱わなが中心となっている。 

 

イノシシ（有害）捕獲実績（３市）

 Ｈ１９ １，１５５頭 

    島原市 ：  ２３１頭 

    雲仙市 ：  ７３４頭 

    南島原市：  １９０頭 

 Ｈ２０ １，７５３頭 

    島原市 ：  ２７４頭 

    雲仙市 ：１，１２１頭 

    南島原市：  ３５８頭 

 Ｈ２１ １，７２４頭 

    島原市 ：  ２３２頭 

    雲仙市 ：１，０９２頭 

    南島原市：  ４００頭 

狩猟者の高齢化は進んでいるが狩猟免

許の取得者数については微増している状

態である。しかし、免許取得から年数が浅

いため捕獲頭数の増加にはつながってい

ないのも事実である。 

免許取得者の技術の向上も課題の一つ

である。また、効果的な捕獲用具の普及促

進も課題となっている。 

さらに、鳥獣は市の境界を越えて被害を

及ぼす可能性があるため、周辺の市と連携

した捕獲の実施についても課題となって

いる。 

防

護

柵

の

設

置

等

に

関

す

る

取

組 

イノシシ防止柵については、国・県・

市の事業、予算で設置を実施している。

特にイノシシ対策に効果的とされる

忍び返し付きワイヤーメッシュ柵の設

置を推進している。 

電気柵設置実績（３市） 

 Ｈ１９ ２０，９３５ｍ 

    島原市 ： ２，３５０ｍ

    雲仙市 ： ７，０８５ｍ

    南島原市：１１，５００ｍ

 Ｈ２０ １２，１６０ｍ 

    島原市 ：     －ｍ

    雲仙市 ： ８，１００ｍ

    南島原市： ４，０６０ｍ

今後、中山間部における広域的な柵の設

置を推進する上で地域住民への啓発によ

る意識改革が重要な課題となっている。 

また、野生鳥獣の生息好適地となってい

る耕作放棄地の増加も大きな課題である。



 Ｈ２１ １８，５７７ｍ 

    島原市 ：     －ｍ

    雲仙市 ：１６，７７７ｍ

    南島原市： １，８００ｍ

 

ＷＭ柵設置実績（３市） 

 Ｈ１９  ８，７４３ｍ 

    島原市 ： ２，３５８ｍ

    雲仙市 ： ４，２１５ｍ

    南島原市： ２，１７０ｍ

 

 Ｈ２０ ２３，０６８ｍ 

    島原市 ： ８，４７８ｍ

    雲仙市 ： ３，０５０ｍ

    南島原市：１１，５４０ｍ

 Ｈ２１ １５，５４５ｍ 

    島原市 ：   ２０２ｍ

    雲仙市 ： ６，９７３ｍ

    南島原市： ８，３７０ｍ

 

（５）今後の取組方針 

野生鳥獣による被害を防止するため、被害防止効果の高い集落単位でのワイヤーメッ

シュ柵設置を柱とした防護対策、藪の刈払いによる棲み分け対策及び捕獲報奨金助成等

による捕獲対策の３対策を引き続き総合的に推進する。 

今後は、各市で設置した鳥獣被害対策実施隊等と連携した各市地域協議会等による各

市の取組に加え、より効果的な対策を図るため、市域を越えた地域の連携（広域的な取

組）が必要であることから、島原半島３市で構成する協議会において情報の共有化など

を行い、被害防止効果の高い対策を進めて行く。 

また、効果的な被害防止対策を行うためには集落が主体的に被害防除に取り組むこと

が重要であることから、地域懇談会、現地研修会、講演会など開催して効果的な被害防

止対策の普及啓発を図り、野生鳥獣を寄せ付けない集落環境づくりに向けての体制整備

を行っていく。 

アライグマに関しては、「防除実施計画」の策定により、早期発見・早期対応できる

体制を整備することで地域への侵入を防ぐことを目指す。 

 

※今後の計画 

① 地域懇談会、現地研修会等を実施し、地域の意識改革による被害防止体制の確立に

向け取り組む。 

② 捕獲と防護柵の両面での被害防止対策を推進する。 

③ 放任果樹の除去、藪の刈り払いによる緩衝地帯整備を推進する。 

④ 市域を超えた一斉捕獲体制の確立等による連携を図る。 

⑤ 捕獲に従事する狩猟後継者の育成対策を講じる。 

⑥ 有害鳥獣の生息状況と生態調査を関係機関と連携して進める。 



３．対象鳥獣の捕獲等に関する事項 

（１）対象鳥獣の捕獲体制 

各市鳥獣被害対策実施隊 

実施隊の隊員は市職員のうちから市長が指名し、被害防

止施策の計画立案、防護柵の設置等の実施、指導及び被害

実態、出没状況の調査等に従事する。対象鳥獣の捕獲につ

いては猟友会に委託する。 

島原猟友会、国見猟友会、 

小浜猟友会、南島原猟友会 

農林業者等からの連絡を受けて、各市からの依頼により、

各地域の捕獲班が有害鳥獣の捕獲を行う。 

 

（２）その他捕獲に関する取組 

年度 対象鳥獣 取組内容 

２３年度 

イノシシ 

カラス 

ヒヨドリ 

スズメ 

アライグマ 

タヌキ等 

各猟友会と連携して捕獲用具（箱わな等）の導入を地域

に対して進めると共に、狩猟者講習会を長崎県、長崎県

猟友会と連携して行い、捕獲技術の向上を進める。 

また、狩猟免許取得のための事前講習会を長崎県猟友会

と連携して行い、狩猟者の確保、育成を進めていく。 

２４年度 

イノシシ 

カラス 

ヒヨドリ 

スズメ 

アライグマ 

タヌキ等 

各猟友会と連携して捕獲用具（箱わな等）の導入を地域

に対して進めると共に、狩猟者講習会を長崎県、長崎県

猟友会と連携して行い、捕獲技術の向上を進める。 

また、狩猟免許取得のための事前講習会を長崎県猟友会

と連携して行い、狩猟者の確保、育成を進めていく。 

２５年度 

イノシシ 

カラス 

ヒヨドリ 

スズメ 

アライグマ 

タヌキ等 

各猟友会と連携して捕獲用具（箱わな等）の導入を地域

に対して進めると共に、狩猟者講習会を長崎県、長崎県

猟友会と連携して行い、捕獲技術の向上を進める。 

また、狩猟免許取得のための事前講習会を長崎県猟友会

と連携して行い、狩猟者の確保、育成を進めていく。 

 

（３）対象鳥獣の捕獲計画 

対象鳥獣 捕獲計画数等の設定の考え方 

①イノシシ 

 

 

 

②カラス 

 

 

 

 

 

イノシシの捕獲数は、平成 20 年度が 1,753 頭、平成 21 年度は 1,726

頭と横ばい状態にあるが、今後の被害拡大が懸念されることから、捕

獲計画数を 3,400 頭とする。 

 

カラスの捕獲数は平成 20 年度が 1,962 羽、平成 21 年度は 1,605 羽

と減少はしているものの、農家や猟友会への聞き取りによると個体数

は増加しており、農作物被害も深刻な問題となりつつあり、捕獲計画

数を 2,300 羽とする。 

 

 



③ヒヨドリ 

 

 

 

 

④スズメ 

 

⑤アライグマ 

 

 

⑥タヌキ 

ヒヨドリの捕獲数は平成 20 年度が 1,256 羽、平成 21 年度は 16 羽と

減少しているが、農家や猟友会への聞き取りによると個体数は増加し

ており、農作物被害も今後増加すると考えられるため捕獲計画数は 300

羽とする。 

 

スズメの捕獲実績がないため、捕獲計画数は 100 羽とする。 

 

アライグマの捕獲実績はないが、地域からの完全排除を目指し、捕獲

計画数は 10 頭とする。 

 

タヌキの捕獲実績がないため、捕獲計画数は 10 頭とする。 

 

捕獲計画数等 
対象鳥獣  

２３年度 ２４年度 ２５年度 

島原市 ４００ ４００ ４００

雲仙市 １，８００ １，８００ １，８００

南島原市 １，２００ １，２００ １，２００
イノシシ 

計 ３，４００ ３，４００ ３，４００

島原市 １，０００ １，０００ １，０００

雲仙市 ３００ ３００ ３００

南島原市 １，０００ １，０００ １，０００
カラス 

計 ２，３００ ２，３００ ２，３００

島原市 １００ １００ １００

雲仙市 １００ １００ １００

南島原市 １００ １００ １００
ヒヨドリ 

計 ３００ ３００ ３００

島原市 ３０ ３０ ３０

雲仙市 ３０ ３０ ３０

南島原市 ４０ ４０ ４０
スズメ 

計 １００ １００ １００

島原市 ３ ３ ３

雲仙市 ４ ４ ４

南島原市 ３ ３ ３
アライグマ 

計 １０ １０ １０

島原市 ３ ３ ３

雲仙市 ３ ３ ３

南島原市 ４ ４ ４
タヌキ 

計 １０ １０ １０

 

 

 



捕獲等の取組内容 

イノシシを対象として銃器・わなを用いて 4月 1日から翌年 3月 31 日に予察捕獲を

行っている。対象区域は各市とも市内全域である。 

カラス、ヒヨドリ、スズメについては銃器を用いて 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日に予

察捕獲を行う（ヒヨドリについては一部有害捕獲）。対象区域は各市とも市内全域であ

る。 

 

（４）許可権限委譲事項 

対象地域 対象鳥獣 

 県からの許可権限委譲済 

 

４．防護柵の設置その他の対象鳥獣の捕獲以外の被害防止施策に関する事項 

（１）侵入防止柵の整備計画 

整備内容 
対象鳥獣 

２３年度 ２４年度 ２５年度 

イノシシ等 

ＷＭ柵 159,000ｍ 

島原市 ： 9,000ｍ 

雲仙市 ：80,000ｍ 

南島原市：70,000ｍ 

電気柵  45,000ｍ 

島原市 ： 5,000ｍ 

雲仙市 ：20,000ｍ 

南島原市：20,000ｍ 

 

ＷＭ柵  82,000ｍ 

島原市  ： 2,000ｍ 

雲仙市 ：40,000ｍ 

南島原市：40,000ｍ 

電気柵  22,000ｍ 

島原市 ： 2,000ｍ 

雲仙市 ：10,000ｍ 

南島原市：10,000ｍ 

 

ＷＭ柵 102,000ｍ 

島原   ： 2,000ｍ 

雲仙市 ：50,000ｍ 

南島原市：50,000ｍ 

電気柵  22,000ｍ 

島原市 ： 2,000ｍ 

雲仙市 ：10,000ｍ 

南島原市：10,000ｍ 

 

 

（２）その他被害防止に関する取組 

年度 対象鳥獣 取組内容 

２３年度 

イノシシ、カ

ラス、ヒヨド

リ、スズメ、

アライグマ、

タヌキ等 

地域において、地域懇談会、現地研修会、講演会、パン

フレット配布等の普及啓発を進めると共に、地域住民が主

体的に緩衝帯の整備、追い払い活動等を行えるような体制

整備の確立を目指す。 

２４年度 

イノシシ、カ

ラス、ヒヨド

リ、スズメ、

アライグマ、

タヌキ等 

地域において、地域懇談会、現地研修会、講演会、パン

フレット配布等の普及啓発を進めると共に、地域住民が主

体的に緩衝帯の整備、追い払い活動等を行えるような体制

整備の確立を目指す。 

２５年度 

イノシシ、カ

ラス、ヒヨド

リ、スズメ、

アライグマ、

タヌキ等 

地域において、地域懇談会、現地研修会、講演会、パン

フレット配布等の普及啓発を進めると共に、地域住民が主

体的に緩衝帯の整備、追い払い活動等を行えるような体制

整備の確立を目指す。 



５．被害防止施策の実施体制に関する事項 

（１）被害防止対策協議会に関する事項 

被害防止対策協議会の名称 島原半島地域野生鳥獣被害防止対策協議会 

構成機関の名称 役割 

島原市、雲仙市、南島原市 事務局担当、協議会に関する連絡・調整、各市鳥獣被害

防止対策協議会における連絡調整、情報提供、技術的指

導、及び施策の推進 

各市鳥獣被害防止対策協議会 

（※） 

鳥獣被害防止対策の指導及び実施 

島原雲仙農業協同組合 農業者からの情報収集及び営農（技術）指導 

島原猟友会、国見猟友会、小浜

猟友会、南島原猟友会 

有害鳥獣関連情報の提供及び有害鳥獣捕獲の実施・調整

島原警察署、雲仙警察署、南島

原警察署 

有害鳥獣関連情報の提供 

雲仙森林組合 有害鳥獣関連情報の提供 

長崎県南農業共済組合 有害鳥獣関連情報の提供 

雲仙千々石森林事務所、島原森

林事務所、西郷森林事務所 

国有林に関する情報提供及び被害防止技術の情報提供 

島原振興局農林水産部：衛生課、

林務課、農業企画課 

有害鳥獣関連情報の提供及び被害防止技術の情報提供 

島原振興局農林水産部：地域普

及課 

事務局担当、協議会に関する連絡・調整、有害鳥獣関連

情報の提供及び被害防止技術の情報提供 

 

※島原市 

被害防止対策協議会の名称 島原市鳥獣被害対策協議会 

 構成機関の名称  役 割 

島原市農林水産グループ 事務局を担当し、協議会に関する連絡・調整を行う。 

島原猟友会 
有害鳥獣関連情報の提供と有害鳥獣捕獲の実施・調整を

行う。 

島原雲仙農業協同組合 農業者からの情報収集と営農指導。 

長崎県南農業共済組合 南高北

部支所 

有害鳥獣関連情報の提供を行う。 

長崎県島原振興局農林水産部 

島原地域普及課 

有害鳥獣関連情報の提供及び被害防止技術の情報提供等

を行う。 

長崎県島原振興局農林水産部 

農業企画課 

有害鳥獣関連情報の提供及び被害防止技術の情報提供等

を行う。 

農業者代表及び農業者の団体 有害鳥獣被害等の情報提供を行う。 

 

 

 

 

 



※雲仙市 

被害防止対策協議会の名称 雲仙市有害鳥獣被害防止対策協議会 

構成機関の名称 役割 

雲仙市 事務局を担当し、協議会に関する連絡・調整を行う。 

国見猟友会 

小浜猟友会 

有害鳥獣関連情報の提供と有害鳥獣捕獲の実施・調整を

行う。 

長崎県南農業共済組合南高北部

支所 

有害鳥獣被害等の情報提供を行う。 

島原振興局雲仙地域普及課 雲仙市有害鳥獣被害防止対策協議会に参加し有害鳥獣

関連情報の提供並びに被害防止技術の情報提供を行う。

島原振興局農業企画課 雲仙市有害鳥獣被害防止対策協議会に参加し有害鳥獣

関連情報の提供並びに被害防止技術の情報提供を行う。

地元農家代表 有害鳥獣被害等の情報提供を行う。 

 

※南島原市 

被害防止対策協議会の名称 南島原市鳥獣害被害防止対策協議会 

構成機関の名称 役割 

南島原市役所農林課 事務局を担当し、協議会に関する連絡・調整を行う。 

南島原猟友会、島原猟友会 有害鳥獣関連情報の提供と有害鳥獣捕獲の実施・調整を

行う。 

島原雲仙農業協同組合 農業者からの情報収集と営農指導。 

長崎県農業共済組合 有害鳥獣被害等の情報提供を行う。 

島原振興局南島原地域普及課 南島原市鳥獣害被害防止協議会に参加し有害鳥獣関連

情報の提供並びに被害防止技術の情報提供を行う。 

島原振興局農業企画課 南島原市鳥獣害被害防止協議会に参加し有害鳥獣関連

情報の提供並びに被害防止技術の情報提供を行う。 

地元農家代表 有害鳥獣被害等の情報提供を行う。 

 

（２）関係機関に関する事項 

関係機関の名称 役割 

長崎県農政課 

・当該計画の目標達成のための支援、助言。 

・オブザーバーとして本協議会に参加し、野生鳥獣関連

情報の提供並びに被害防止技術の情報提供を行う。 

 

（３）鳥獣被害対策実施隊に関する事項 

平成２３年１０月までに、各市職員（市長が任命した職員）で鳥獣被害対策実施隊を

結成し、捕獲、被害防止策の普及啓発等、市内の被害対策についての取り組みを進めて

いく。 

 

 

 

 



（４）その他被害防止施策の実施体制に関する事項 

市内における農作物の被害は深刻な状況に陥っている。また、山間部を中心として高

齢化が進んでいるため、防護柵の設置や緩衝帯の整備が限界集落の多い地域では、特に

困難な状態である。 

そこで、広範囲の被害防止策（防護柵の設置、緩衝帯の整備）を講じる場合に、集落、

地域住民のみでの対策が困難な場合には、各市鳥獣害被害防止対策協議会等の応援を要

請することを検討する。 

 

６．捕獲等をした対象鳥獣の処理に関する事項 

埋設処分、又は、焼却処分を基本として、適正に処理を行っている。 

島原市においては、今後も県央県南広域環境組合東部リレーセンターに搬入し、焼却

処分を行う。 

 

７．その他被害防止施策の実施に関し必要な事項 

島原半島地域野生鳥獣被害防止対策協議会が中心となり各市鳥獣被害防止対策協議

会と連携し 広域的な対策案の検討や共同での講習会、情報交換会、現地研修会などを

実施する。 

 


